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研究要旨 

 本研究は，成人 ASD 者の日常的な行動を熟知する者から，国内で標準化されている日

本語版 Vineland-II 適応行動尺度を利用して，成人 ASD 者の日常生活スキル，コミュニ

ケーションスキル，不適応行動レベルを評定し，それらの得点と成人 ASD 者が認定され

ている障害支援区分程度の関連を明らかにすることを通じて，成人 ASD 者において妥当

な障害支援区分が認定されているかについて検証した。その結果，成人 ASD 者が受けて

いる障害支援区分程度とコミュニケーションスキル，不適応行動のレベルの間には関連

性が認められたものの，日常生活スキルのレベルと障害支援区分には関連が認められな

かった。階層的重回帰分析によって，障害支援区分程度を説明する変数を検討したとこ

ろ，成人 ASD 者における不適応行動のレベルとコミュニケーションスキル（特に，受容

言語スキル）のレベルは障害支援区分程度に効果を及ぼすことが確認されたが，日常生

活スキルのいずれの下位尺度の得点も障害支援区分には効果を及ぼしていなことが確認

された。以上の結果を踏まえると，成人 ASD 者における障害支援区分の判定作業では，

彼らの日常生活スキルの欠如が適切に評定されておらず，それゆえに，妥当な障害支援

区分の判定が行われていない可能性が考えられる。 
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A. 研究目的 

 自 閉 ス ペ ク ト ラ ム 症 (Autism 

spectrum disorder；ASD)は社会的相互

作用とコミュニケーションの障害，常同

／こだわり行動を中核とする神経発達障

害 (American Psychiatric Association, 

2012)である。同じ ASD を罹患している

児者であっても，知的能力や言語能力に

関しては個人差が大きく，知的能力障害

(intellectual disabilities)やコミュニケ

ーション障害を有する ASD 者が存在す

る一方で，コミュニケーションの障害が

軽微であり平均値よりも高い知能指数を

示す ASD 者(以下，高機能 ASD 者)がい

ることも経験的に知られている。これま

での研究報告(Kenworthy, Case, Harms, 

Martin, & Wallace, 2010; Puig, Calvo, 

Rosa, Serna, Lera-Miguel, 

Sanchez-Gistau, & Castro-Fornieles, 

2013; Szatmari, Archer, Fisman, 

Streiner, & Wilson, 1995)や臨床現場で

見られる事例から，知的障害の有無に関

わらず ASD 者には，日常生活を営む上

で必要不可欠で適切な行動 (適応行動；

adaptive behaviors)を実行するスキル

の欠如が見受けられる。特に，高機能

ASD 者は障害特性である社会性に関す

る課題はあるが，知的・認知機能が正常

範囲にあるため，一見すると，彼らには

日常生活を送る上で必要とされる適応行

動の問題は軽微なものに留まると類推さ

れ得る。 

しかしながら，これまでの研究知見を

鑑みると，知的水準に関わらず ASD 者

の生活スキルの現状は大きな課題である

ことが指摘されている。例えば，海外の

複数の調査では，平均以上の知的水準を

示す ASD 児者であっても，定型の発達

過程を歩む子どもや成人(定型発達児者)

に比べ，適応行動スキルが著しく低い(2

標準偏差以上低い )ことが報告されてい

る(Kenworrthy et al., 2010; Puig et al., 

2013)。数は少ないが，我が国における

調査でも同様の報告がなされている (黒

田・伊藤・萩原・染木，2014)。これら

のことを踏まえると，ASD 児者に対する

日常生活の支援を鑑みる上で，知的能力

障害やコミュニケーション障害を有する

ASD 児者は無論であるが，高機能 ASD

児者であっても日常生活の支援やそのト

レーニングを早期から実施していくこと

は，彼らの自立した生活の確立を促すだ

けではなく，福祉行政の負担を軽減する

ことにも寄与すると思われる。 

 一方，我が国における発達障害者を含

む障害者の障害福祉支援サービスの提供

を目的として，平成 18 年 4 月より障害

者自立支援法が施行されている。地方自

治体が障害者に対して提供する福祉支援

サービスの種類や量を判断するための材

料の一つとして，「障害程度区分」が設け

られた。障害程度区分は，障害者福祉サ

ービスの必要性を明らかにするために障

害者の心身の状態に関する総合的評価で

ある(厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部，2014)。障害程度区分の決定の過

程は透明性・公平性を図る観点から，コ

ンピューターによる一次判定と市町村審

査会による二次判定の 2 段階によって評

定されていた。しかし，平成 22 年から

24 年にかけて実施された調査の結果，知

的障害者の 4 割程度，精神障害者の 5 割
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弱が一次判定において障害程度度区分が

低く判定される傾向があると明らかにさ

れた(厚生労働省，2014)。このことから，

障害程度区分における判定基準の公平性

に関する課題が浮き彫りとなった。 

 このような状況を踏まえ，我が国では，

新たに障害者総合支援法が平成 24 年に

成立され，平成 26 年より施行されてい

る。この法律では，障害者自立支援法に

おける障害程度区分の名称は「障害支援

区分」に改められ，その定義は「障害者

等の障害の多様な特性その他心身の状態

に応じて必要とされる標準的な支援の度

合を総合的に示すもの」とされている。

障害支援区分の判定方式は，前法と同様

に 2 段階(コンピューター方式による一

次判定と審査会による二次判定 )で構成

されているが，知的能力障害者や精神障

害者の特性に応じて適切に支援区分の判

断がなされるよう，項目内容の変更(障害

支援区分の認定における調査項目は 80

項目あり，項目群は①移動や動作等に関

連する項目－12 項目，②身の回りの世話

や日常生活等に関する項目－16 項目，③

意思疎通等に関連する項目－6 項目，④

行動障害に関連する項目－34 項目，⑤特

別な医療に関連する項目－12 項目であ

る)，回答形式の変更，過去に行われた実

際の認定データ(約 14,000ケース)に基づ

いた一次判定方式を採用するなど，公平

性の課題に対して様々な措置が講じられ

ている(厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部，2014)。厚生労働省は，これら

の方式を導入した結果，知的能力障害や

精神障害者において，一次判定で認定さ

れた区分が二次判定の段階で引き上げら

れるケースが大きく減少したと報告し，

知的能力障害や精神障害の特性をより反

映できていると述べている。 

 しかしながら，成人の ASD 者の一部

は知的能力障害や精神障害を併せ持つ者

がいる一方で，成人 ASD 者の中には平

均以上の知的水準を示す者やメンタルヘ

ルスが健全な者も多く存在していること

からずれば，知的能力障害や精神障害を

示す成人にとって，現行制度の障害支援

区分の判定形式が公平になったとはいえ，

成人の ASD 者においても，その公平性

が保たれているかについては明らかでは

ない。それゆえ，ASD 者が認定された障

害支援区分が妥当なものであるかについ

ての検証が必要であると思わる。そこで，

本研究は，近年，適応行動や不適応行動

のレベルを評定する目的で世界的に広く

使用され，近年，国内で標準化された尺

度を利用し ASD 者の適応行動および不

適応行動を評定し，その得点と成人 ASD

者が認定されている障害支援区分程度と

の関連を検証することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

1．調査協力者 

 ASD（高機能自閉症，アスペルガー症

候群，広汎性発達障害を含む）の診断を

受けている成人 116 名（男性 90 名，女性

26 名，年齢範囲：20 歳－52 歳，平均

28.10±6.54 歳，20 歳代 44 名，30 歳代 34

名，40 歳以上 6 名）を調査対象とした。

本研究への参加募集は，ASD や ADHD

など神経性発達障害群の診断を受けてい

る子どもや成人を対象としている自助団

体（NPO 法人）の成人会員，滋賀県およ
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び神奈川県にある NPO 法人が運営する

施設を利用しかつ ASD の診断を有する

成人，浜松市にある医療機関に通院して

いる成人 ASD 者，成人 ASD 者を対象と

したセミナーに参加した者に対して行わ

れ，本研究への参加協力の意志を示した

成人を調査対象とした。診断の内訳は，

自閉症（以下，ASD），アスペルガー症候

群（以下，AS），高機能自閉症（以下，

HF-ASD）であった。Table 1 には調査対

象者の内訳が示されている。なお，本研

究における分析に際し，調査対象者のう

ち，一部の項目に対する回答が欠損とな

っていた者のデータは分析ごとに除外し

た。 

 

２．調査内容および材料 

障害支援区分 現在，市町村で実施され

ている障害支援区分の認定作業はコンピ

ューター判定による一次判定と，市町村

審査会で判定される二次判定の 2 段階で

実施されている(厚生労働省，2014)。す

でに障害支援区分の認定を受けている対

象者に関しては，認定されている支援区

分の聞き取りを実施した。また，これま

で障害支援区分判定の申請を行っていな

い対象者に対しては，面接を実施し，全

国一律に実施されているコンピューター

判定を用い障害支援区分を評定した。 

日本語版 Vineland-II 適応行動尺度：コミ

ュニケーションスキル，日常生活スキル

および不適応行動の程度を評定するにあ

たり，日本語版 Vineland-II 適応行動尺度

(黒田・伊藤・萩原・染木，2014)を用い

た。Vineland-II 適応行動尺度では，評価

対象者(本研究では，調査協力者である自

閉スペクトラム症者を指す )の日常的な

行動を熟知する者(本研究では，調査協力

者の親，支援者，世話人であった)に対し

て半構造化面接を実施し，評価対象者の

適応行動および不適応行動の水準を評定

する。適応行動は 4 つの領域(コミュニケ

ーション，日常生活スキル，社会性，運

動スキル)で構成されるが，評価対象者が

7～49 歳の場合には，適応行動指標には

運動スキルは含まれない。本研究の多く

の対象者はこの年齢段階にあることから，

本研究では運動スキル領域の聴取は実施

されなかった。コミュニケーション領域

には受容言語，表出言語，読み書きの下

位尺度が，日常生活スキル領域には身辺

自立，家事，地域生活の下位尺度が，社

会性領域には対人関係，遊びと余暇，コ

ーピングスキルの下位尺度がある。不適

応行動は「内在化問題」，「外在化問題」，

「その他」の 3 つの下位領域で構成され

ている。適応行動および不適応行動の水

準は，各下位領域の粗点を年代段階別の

換算表を用いて変換した標準得点によっ

て表される。標準得点の平均値は 100 で

あり，1 標準偏差は 15 である。適応行動

の水準は，標準得点に基づいて「平均的」，

「やや低い」，「低い」，「やや高い」，「高

い」に分けられる。各標準得点が 20~70

の場合には「低い」，71~85 の場合には「や

や低い」，86~114 の場合には「平均的」，

115~129 の場合には「やや高い」，130 以

上の場合には「高い」と評定される。本

調査における，Vineland-II の実施(1 回の

半構造化面接)時間は，おおよそ 60 分で

あった。なお，障害支援区分の査定では，

移動や動作等に関連する項目，②身の回
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りの世話や日常生活等に関する項目，③

意思疎通等に関連する項目，④行動障害

に関連する項目，⑤特別な医療に関連す

る項目の調査を行う。そのため，本研究

で は ， こ れ ら の 項 目 と 関 連 し 得 る

Vineland-II 適応行動尺度の日常生活スキ

ル領域，コミュニケーション領域，不適

応行動領域に関する結果を使用し，成人

ASD 者が認定されている障害支援区分

程度との関連を検証する。 

 

３．手続き 

あらかじめ対象者本人に対して，調査

への回答は任意であり，回答しないこと

による不利益は生じないことを説明した。

本研究の手続きは，浜松医科大学の倫理

委員会の審査と承認を受けた。 

 

C. 研究結果 

１．記述統計 

 障害支援区分程度 障害支援区分の内

訳は Table 1 に示されている。障害支援

区分２を受けている者が最も多く(21 名)，

それに続き区分３(11 名)，区分４(8 名)，

区分１(4 名)であった。 

 

日常生活スキル・不適応行動・コミュニ

ケーションスキル  Table 2 には，

Vineland-II による日常生活スキル，不

適応行動，コミュニケーションスキルに

関する標準得点の平均値と標準偏差が示

されている。日常生活スキル(領域合計)

の標準得点はおよそ 67.53 点(SD=17.09)

であり，その適応水準は「低い」状態に

あった。日常生活スキル領域の下位尺度

の V 評価点の平均値は，身辺自立 12.66

点 (SD=3.17), 家事 9.64 点 (SD=2.79), 

地域生活 9.91 点(SD=3.20)であり，各適

応水準は，身辺自立が「平均的」と「や

や低い」のボーダーライン，家事と地域

生活が「低い」と「やや低い」のボーダ

ーラインにあった。 

 コミュニケーション領域に関しては，

領域合計の標準得点の平均点は 52.28 点

(SD=23.54)であり，その適応水準は「低

い」状態にあった。受容言語の V 評価点

の平均値は 11.9 点(SD=3.11)であり，そ

の適応水準は「やや低い」状態にあった。

表出言語の V 評価点の平均値は 7.32 点

(SD=4.32)であり，その適応水準は「低

い」状態にあった。読み書きの V 評価点

は 11.13 点(SD=3.23)であり，その適応

水準は「やや低い」状態であった。 

 不適応行動に関しては，不適応行動(領

域合計)の V 評価点の平均値は 18.73 点

(SD=2.78)であり，その適応水準は「や

や高い」状態にあった。内在化問題の V

評価点の平均値は 19.37 点(SD=2.71)，

外在化問題の V 評価点の平均値は 17.51

点 (SD=3.00)であり，それぞれの適応水

準は「やや高い」状態にあった。 

 

適応水準ごとの人数およびその割合 日

常生活スキルおよびその下位領域に関す

る適応水準ごとの人数および割合を

Table 3 に示す。日常生活スキル(領域合

計)については，6 割以上の対象者(62.0％，

49 名)が「低い」水準，約 3 割(27.8%, 22

名)が「やや低い」水準，約 1 割(10.1%, 8

名)が「平均的」水準を示した。適応水準

が「やや高い」もしくは「高い」と評定

される者はいなかった。 
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 下位尺度の適応水準について，身辺自

立では，半数以上の対象者(55.7%, 48 名)

が「平均的」水準にあり，約 1 割の対象

者(11.4%, 9 名)が「低い」水準，約 1/4

の対象者(26.6%, 21 名)が「やや低い」水

準を示した。1 名(1.3%)が「やや高い」

水準を示した。家事においては，対象者

の半数(50.6%, 40 名)が「低い」水準，約

3 割(32.9%, 26 名)が「やや低い」水準に

あった。地域生活については，対象者の

1/3 以上(38.0%, 30 名)が「低い」水準，

4 割以上(44.3%, 35 名)が「やや低い」水

準を示した。家事および地域生活におい

て，「やや高い」もしくは「高い」水準を

示す者はいなかった。 

コミュニケーション領域における適応

水準ごとの人数および割合を Table 4 に

示す。コミュニケーション領域の領域合

計に関しては，対象のおよそ 8 割が「低

い」水準を示した(79.7%, 63 名)。「やや

低い」の水準を示す者(8.9%, 7 名)と「平

均的」の水準を示す者(11.4%, 9 名)は対

象のおよそ 1 割であった。「やや高い」

もしくは「高い」水準を示す者はいなか

った。受容言語について，半数以上の対

象者が「平均的」水準を示し(54.4%, 43

名)，他の者は「低い」もしくは「やや低

い」水準を示した (「低い」：22.8%, 18

名；「やや低い」：22.8%, 18 名)。表出言

語について，対象の 8 割以上が「低い」

もしくは「やや低い」水準を示した (「低

い」：64.6%, 51 名; 「やや低い」：20.3%, 

16 名)。残りの者は「平均的」水準を示

し(15.2%, 12 名)，「やや高い」もしくは

「高い」水準を示す者はいなかった。読

み書きについては，「やや低い」水準を示

す者が最も多く(39.2%, 31 名)，ついで

「平均的」(31.6%, 25 名)，「低い」(29.1%, 

23 名)水準にある者が多かった。「やや高

い」，「高い」水準を示す者はいなかった。 

不適応行動領域(領域合計)，その下位

尺度である内在化問題と外在化問題にお

ける適応水準ごとの人数および割合を

Table 5 に示す。不適応行動(領域合計)

について，全体の 7 割弱にあたる 52 名

が「高い」もしくは「やや高い」水準を

示した(「高い」：30.8%, 24 名; 「やや高

い」：35.9%, 28 名)。対象者の 1/3(33.3%, 

26 名)は「平均的」水準を示した。内在

化問題について，対象者の 7 割以上が「高

い」もしくは「やや高い」水準を示した

(「高い」：44.9%, 35 名; 「やや高い」：

32.1%, 25 名)。外在化問題については，

対象者の半数(50.0%, 39 名)は「平均的」

水準を示し，1/3(33.3%, 26 名)が「やや

高い」，2 割弱(16.7%, 13 名)が「高い」

水準を示した。不適応行動領域 (領域合

計)，下位尺度の内在化問題と外在化問題

において，「やや低い」もしくは「低い」

水準と評定される者はいなかった。 

 

２．日常生活スキルと障害支援区分の関

連性 

日常生活スキルの水準と障害支援区分の

関連 障害支援区分と日常生活スキルに

おける適応水準の関連を検討するため，

χ2検定および相関分析(Kendallの順位相

関係数)を行った。Table 6 には，その結

果が示されている。χ2 検定の結果，日常

生活スキル領域(領域合計)といずれの下

位尺度においても，適応水準と障害支援

区分の関連は認められなかった (領域合
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計 ： χ2(6)=4.12, p>.05; 身 辺 自 立 ：

χ2(6)=9.18, p>.05; 家 事 ： χ2(6)=1.82, 

p>.05; 地域生活：χ2(6)=4.46, p>.05)。相

関分析においても，障害支援区分と適応

水準の間に有意な相関は認められなかっ

た (領域合計 τ=.138, p>.05; 身辺自立

τ=.091 p>.05; 家事 τ=.136 p>.05; 地域生

活 τ=.008 p>.05)。 

 

日常生活スキルの標準得点と障害支援区

分の関連 日常生活スキルにおける領域

合計の標準得点，各尺度の V 評価点と障

害支援区分程度の関連を検証するために，

相関分析(Spearman の順位相関)を行っ

た。その結果，いずれも障害支援区分程

度との間に有意な相関を示さなかった

(領域合計 ρ=.130, p>.05; 身辺自立 ρ=.107 

p>.05; 家 事 ρ=.177, p>.05; 地 域 生 活

ρ=-.016, p>.05)。 

日常生活スキルと障害支援区分程度の

関連を検証するため，障害支援区分を独

立変数，日常生活スキルの各領域(領域合

計・身辺自立・家事・地域生活)における

標準得点もしくは V 評価点を従属変数，

年齢段階(20 歳代，30 歳代，40 歳以上の

3 段階 )および性別を共変量とする共分

散分析を行った(Table 7)。分析の結果，

いずれの領域においても，有意な障害支

援区分の主効果は認められなかった (領

域合計 F(3,37)=0.2, p>.05, η2=.016; 身辺

自立 F(3,37)=0.22, p>.05, η2=.017; 家事

F(3,37)=0.03, p>.05, η2=.023; 地域生活

F(3,37)=0.62, p>.05, η2=.048)。またいず

れの領域においても，共変量であった年

齢と性別の主効果は有意ではなかった

(領域合計：年齢段階 F(1,37)=0.002, p>.05, 

η2=.000, 性 別 F(1,37)=0.139, p>.05, 

η2=.004; 身 辺 自 立 ： 年 齢 段 階

F(1,37)=0.209, p>.05, η2=.006, 性 別

F(1,37)=0.628, p>.05, η2=.017; 家事：年齢

段階 F(1,37)=0.72, p>.05, η2=.019, 性別

F(1,37)=1.803, p>.05, η2=.046; 地 域 生

活 ： 年 齢 段 階 F(1,37)=0.059, p>.05, 

η2=.002, 性 別 F(1,37)=1.799, p>.05, 

η2=.046)。 

 

３．コミュニケーションスキルと障害支

援区分の関連性 

コミュニケーション領域の水準と障害支

援区分の関連性 コミュニケーション領

域と各下位尺度における適応水準と障害

支援区分の関連を検討するため，χ2 検定

および相関分析 (Kendall の順位相関係

数)を行った。Table 8 にその結果を示し

た。χ2 検定の結果，領域合計および表出

言語の適応水準と障害支援区分の間には

有 意な関連 が認めら れた ( 領域 合計

χ2(6)=17.17, p<.01; 表 出 言 語

χ2(6)=17.28, p<.01)。受容言語の適応水

準と障害支援区分の関連は有意傾向であ

った(χ2(6)=11.80, p<.07)。読み書きの適

応水準と障害支援区分には関連は認めら

れなかった(χ2(6)=8.50, p>.05)。 

相関分析に関しては，受容言語の適応

水準と障害支援区分の間に有意な負の相

関が認められた(τ=-.331, p<.01)が，領域

合計，表出言語，読み書きの適応水準と

障害支援区分の間には有意な相関は認め

られなかった(領域合計 τ=-.158 p>.05; 表

出言語 τ=-.155 p>.05; 読み書き τ=.075 

p>.05)。 
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コミュニケーション領域の標準得点/V

評価点と障害支援区分の関連性 コミュ

ニケーションスキルにおける領域合計の

標準得点，各尺度の V 評価点と障害支援

区分程度の関連を検証するために，相関

分析(Spearman の順位相関)を行った。

その結果，障害支援区分程度との間に，

領域合計，表出言語，読み書きは有意な

相関を示さなかった (領域合計 ρ=-.222, 

p>.05; 表出言語 ρ=-.173, p>.05; 読み書

き ρ=-.035, p>.05)が，受容言語は負の相

関を示した(ρ=-.274, p<.05)。 

コミュニケーションスキルと障害支援

区分程度の関連を検証するため，障害支

援区分を独立変数，コミュニケーション

領域の標準得点もしくは各下位尺度の V

評価点を従属変数，年齢段階(20 歳代，

30 歳代，40 歳以上の 3 段階)および性別

を共変量とする共分散分析を行った

(Table 9)。領域合計については，有意な

障 害 支 援 区 分 の 主 効 果 が 認 め ら れ

(F(3,37)=4.93, p<.01, η2=.285)，障害支援

区分 4 の認定を受けている者は，区分 1

の認定を受けている者よりも，低い標準

得点を示した。共変量である年齢段階

(F(1,37)=2.71, p>.05, η2=.062)および性別

(F(1,37)=0.012, p>.05, η2=.000)の主効果

も有意ではなかった。 

受容言語については，共変量である年

齢段階(F(1,37)=4.88, p<.05, η2=.116)に加

え，障害支援区分の主効果が有意であっ

た(F(3,37)=6.32, p<.01, η2=.339)。多重比

較の結果，障害支援区分 1，区分 2，も

しくは区分 3 の認定を受けている者は区

分 4 の認定を受けている者よりも受容言

語の V 評価点が高かった(p<.01)。 

表出言語に関しては，障害支援区分の

主 効 果 が 有 意 で あ っ た (F(3,37)=4.65, 

p<.01, η2=.274)。多重比較の結果，障害

支援区分 1 の認定を受けている者は区分

2 および区分 4 の認定を受けている者よ

りも V 評価点が高かった(p<.05)。共変量

である年齢段階と性別の主効果は有意で

はなかった(年齢段階 F(1,37)=0.99, p>.05, 

η2=.026; 性 別 F(1,37)=0.257, p>.05, 

η2=.007)。 

読み書きに関しては，支援区分の主効

果 は 有 意 で は な か っ た (F(3,37)=1.70, 

p>.05, η2=.121)。共変量である年齢段階

(F(1,37)=2.46, p>.05, η2=.062)および性別

(F(1,37)=1.79, p>.05, η2=.046)の主効果も

有意ではなかった。 

 

４．不適応行動と障害支援区分の関連性 

不適応行動の水準と障害支援区分の関連 

不適応行動における適応水準と障害支

援区分の関連を検討するため，χ2 検定お

よび相関分析(Kendall の順位相関係数)

を行った。Table 10 には，その結果が示

されている。χ2 検定の結果，不適応行動

(領域合計)と内在化問題は障害支援区分

との間に有意な関連を示した (領域合

計： χ2(6)=15.98, p<.05; 内在化問題：

χ2(6)=19.20, p<.01)。相関分析に関して

は，各適応水準と障害支援区分の間に有

意な正の相関が認められた (領域合計

τ=.454, p<.001; 内在化問題 τ=.293 p<.05; 

外在化問題 τ=.390 p<.01)。 

 

不適応行動の V 評価点と障害支援区分の

関連 不適応行動の各尺度の V評価点と

障害支援区分程度の関連を検証するため
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に，相関分析(Spearman の順位相関)を

行った。その結果，障害支援区分程度と

の間に，不適応行動は強い正の相関

(ρ=.604, p<.001)，外在化問題は中程度の

正の相関(ρ=.407, p<.01)，内在化問題は正

の相関(ρ=.268, p<.05)を示した。 

さらに，不適応行動と障害支援区分程

度の関連を検証するため，障害支援区分

を独立変数，不適応行動の各領域(領域合

計・内在化問題・外在化問題)における V

評価点を従属変数，年齢段階(20 歳代，

30 歳代，40 歳以上の 3 段階)および性別

を共変量とする共分散分析を行った

(Table 11)。不適応行動(領域合計)につい

て は ， 共 変 量 で あ る 年 齢 段 階

(F(1,37)=6.78, p<.05, η2=.155)に加え，障

害支援区分の主効果が有意であった

(F(3,37)=9.35, p<.001, η2=.431)。多重比較

の結果，障害支援区分 3 もしくは 4 の認

定を受けている者は区分 1 および区分 2

の認定を受けている者よりも不適応行動

の V 評価点が高かった(p<.01)。内在化問

題に関しては，共変量である年齢段階と

性別の主効果 (年齢段階 F(1,37)=7.89, 

p<.01, η2=.176; 性別 F(1,37)=5.77, p<.05, 

η2=.135)に加えて，障害支援区分の主効

果が有意であった (F(3,37)=4.46, p<.01, 

η2=.265)。多重比較の結果，障害支援区

分 3 の認定を受けている者は区分 1 の認

定を受けている者よりも，内在化問題の

V 評価点が高かった(p<.01)。外在化問題

に関しては，障害支援区分の主効果は有

意 傾 向 で あ っ た ((F(3,37)=2.54, p<.10, 

η2=.171)。共変量である年齢段階と性別

の主効果は有意ではなかった (年齢段階

F(1,37)=1.82, p>.05, η2=.047; 性 別

(F(1,37)=2.84 p>.05, η2=.071)。 

 

５．障害支援区分程度を説明する変数の

検証 

 前節で行った相関係数 (Kendall の順

位相関係数)には，他の変数を介した疑似

相関が含まれているため，そこでより直

接的な日常生活スキル・コミュニケーシ

ョンスキル・不適応行動と障害支援区分

の関連を明らかにするため，性別，年齢，

Vineland-II 適応行動尺度の下位領域（日

常生活スキル領域，コミュニケーション

領域，不適応行動領域）の標準得点，性

別，年齢を独立変数(Step1 には性別およ

び年齢を，Step2 には各領域の標準得点

を投入した)，障害支援区分を従属変数と

する階層的重回帰分析を行った。その結

果(Table 12)，不適応行動領域が有意な

正の効果(β=.588, p<.001)を示し，コミュ

ニケーション領域の主効果は，負の方向

に有意傾向を示した(β=-.248, p<.10)。 

 さらに，各領域の標準得点を各下位尺

度の V 評価点に変え，同様の分析を行っ

た。その際，Step1 には性別および年齢

を，Step2 には各下位尺度の V 評価点を

投入した。その結果(Table 13)，受容言

語が有意な負の効果 (β=-.538, p<.05)を

示したが，他の変数の効果は認められな

かった。 

 

D. 考察 

 本研究は国内で標準化されている日本

語版 Vineland-II 適応行動尺度を利用し，

成人 ASD 者の日常的な行動を熟知する

者から彼らの日常生活スキル，コミュニ

ケーションスキル，不適応行動レベルを
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評定し，それらの評価点と認定されてい

る障害支援区分の関連を明らかにするこ

とで，成人 ASD 者における障害支援区

分の判定が妥当に行われているかについ

て検証した。その結果，成人 ASD 者が

認定されている障害支援区分の程度とコ

ミュニケーションスキル，不適応行動の

レベルの間には関連が認められたものの，

日常生活スキルのレベルと障害支援区分

には関連性が見られなかった。さらに，

階層的重回帰分析によって，障害支援区

分の程度を説明する変数を検討したとこ

ろ，コミュニケーションスキルの一部で

ある受容言語のレベルは障害支援区分の

程度に効果を及ぼすことが確認されたが，

日常生活スキルのいずれの下位尺度の得

点も障害支援区分の判定には効果を及ぼ

していなことが確認された。 

 

１．成人 ASD 者が示す日常生活スキル・

コミュニケーションスキル・不適応行動

のレベル 

成人 ASD 者の日常生活スキルのレベルに

ついて 日常生活スキルに関しては，領

域合計の標準得点の平均値は，同年齢段

階の一般成人が示す得点範囲よりも 2 標

準偏差以上低くいことが確認された。こ

の結果に沿うように，海外の研究におい

ても，平均以上の知的水準がある成人

ASD 者であっても，日常生活を営む上で

必要とされる行動スキルが著しく低いこ

とが報告されている(Duncan & Bishop, 

2013)。 

 日常生活スキルの適応水準ごとの人数

を分析した結果も，日常生活スキルの標

準得点の平均値を反映するものであった。

本研究の対象であった成人 ASD 者にお

いて，日常生活スキル(領域合計)に関す

る水準が「やや高い」もしくは「高い」

と評定される者はおらず，対象の約 9 割

が「低い」または「やや低い」水準と評

定された。なかでも，食事，洗濯，掃除

などの行為を含む家事，買い物や金銭管

理などの行為を含む地域生活に関する行

動スキルの不足が顕著であり，対象の 8

割前後が「低い」もしくは「やや低い」

水準を示す結果となった。国外の先行知

見や本研究のこれらの結果を踏まえると，

成人 ASD 者は日常生活スキルが著しく

低く，それゆえに彼らが自立した生活を

営むことは非常に困難であることが窺わ

れる。このことから，現在，各地域や各

施設・機関で成人 ASD 者に対して積極

的に就労支援や職業訓練が実施されその

効果が報告されているが，これと同様に，

各地域や各施設・機関において，成人

ASD 者が自立した生活を営むことが可

能となるように，日常生活に関するスキ

ルトレーニングを積極的に提供していく

必要があると思われる。 

 

成人 ASD 者のコミュニケーションスキル

のレベルについて 本研究と同様の尺度

(Vineland-II)を用いた海外の研究でも，

同じ年齢段階にある一般成人よりも，成

人 ASD 者は表出言語の V 評価点が低い

と報告されていたが(Sparrow, Cicchetti, 

& Balla, 2005)，本研究もこれを支持す

る結果を示した。Vineland-II のコミュ

ニケーション領域の得点は，日常生活ス

キルと同様に，領域合計の標準得点の平

均値が同年齢段階の一般成人が示す得点
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範囲よりも 2 標準偏差以上低くいことが

確認された。下位尺度のなかでも，特に

表出言語の得点が低く，その適応水準は

「低い」状態であった。コミュニケーシ

ョン領域の各下位尺度における適応水準

の人数やその割合もこれらの標準得点も

しくは V評価点の低さを反映する結果で

あった。具体的には，領域合計および各

下位尺度において，適応水準が「やや高

い」もしくは「高い」と評価される者は

おらず，領域合計では，対象の 8 割以上

が「低い」または「やや低い」水準にあ

った。３つの下位尺度の中でも，表出言

語に関するスキルの欠如が顕著であり，

対象の 8 割以上が「低い」もしくは「や

や低い」水準を示した。障害支援区分の

判定作業は，認定調査員と障害者本人と

の面接によって行われることを鑑みると，

このようにコミュニケーションスキルの

欠如が顕著である成人 ASD 者が認定調

査員との面接場面で，日常生活で抱える

困難さを適切に説明することができるの

かに関する点が疑問である。 

 

成人 ASD 者の不適応行動のレベルについ

て 先行研究では，一般成人に比べも成

人 ASD 者は外在化問題を示す頻度が多

く(e.g. Lecavalier, 2006)，さらに内在化問

題の中核である抑うつや不安症状が強い

こと (Strang, Kenworthy, Daniolos, Case, 

Wills, Martin, & Wallace, 2012; Kim, 

Szatmari, Bryson, Streiner, & Wilson, 2000)，

自傷行為の頻度が多いこと (Hannon & 

Taylor, 2013)が報告されていた。これに沿

うように，本研究でも，対象となった成

人 ASD 者が示す不適応行動のレベルは

高い状態にあった。具体的には，領域合

計の標準得点，内在化問題と外在化問題

の V 評価点のそれぞれの平均値は「やや

高い」水準にあった。これらの結果を反

映するように，不適応行動（領域合計）

のレベルごとの人数やその割合でも，「高

い」または「やや高い」状態にある者は

全体の 7 割近くに及んだ。なかでも，内

在化問題のレベルが顕著であり，半数弱

が「高い」状態にあった。国外の知見で

は，ASD 者，特に平均以上の知的水準を

有する高機能 ASD 者では，一般成人よ

りもうつ病および不安障害の発症率が高

い こ と が 見 出 さ れ て お り (Hofvander, 

Delorme, Chaste, Nyden, Wentz, Stahlbeerg, 

Herbrecht, Stopin, Anckarsater, Gillberg, 

Rastam, & Leboyer, 2009; Lugnegard, 

Hallerback, & Gillberg, 2011; White, 

Oswald, Ollendick, & Scahill, 2009)，本研

究のこの結果は理解できるものである。

それゆえ，成人 ASD 者の健全で安定し

た生活を確立する上で，成人 ASD 者へ

の医療的支援を充実させることは重要で

ある。さらに，先にも述べたように，先

行知見や本研究の結果から，成人 ASD

者における日常生活スキルは，同年齢段

階にある一般成人と比べると，著しく低

い状態にあるが，ASD 児を対象とした国

外の一部の調査研究では，不安症状の改

善に伴い，ASD 児における日常生活スキ

ルの改善も認められたことが報告されて

いる（Drahota, Wood, Sze, & Van Dyke, 

2011）。このことから，成人 ASD 者の日

常生活スキルの向上を図る上でも，彼ら

が呈する内在化問題を初めとする不適応

行動のレベルの低減を促すことは重要な
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課題であると思われる。 

 

２．日常生活スキルのレベルと障害支援

区分程度の関連性 

 日常生活スキルにおける適応水準（低

い・やや低い・平均的・やや高い・高い）

と認定されている障害支援区分の関連を

検証するために，χ2 検定および相関分析

（Kendall の順位相関）を行った。まず

χ2 検定では有意な結果は得られず，障害

支援区分程度によって，成人 ASD 者の

日常生活を熟知している第 3 者（親，支

援者，世話人）によって評定された彼ら

の日常生活スキルの領域合計および各下

位尺度の適応水準の違いは生じていない

ことが確認された。さらに，相関分析で

も，成人 ASD 者が認定されている障害

支援区分程度と彼らの日常生活スキル

（領域合計）の間には，有意な相関は認

められなかった。同じように，日常生活

スキル領域の各下位尺度についても，障

害支援区分程度との間に有意な相関は認

められなかった。 

加えて，日常生活スキルの領域合計の

標準得点，各下位尺度の V 評価点を従属

変数，障害支援区分程度を独立変数とす

る共分散分析を行ったところ，障害支援

区分に関する有意な主効果は確認されず，

異なる障害支援区分を認定されている成

人 ASD 者であっても，日常生活スキル

の領域合計と各下位尺度の適応水準には

差がないことが確認された。さらに，日

常生活スキル領域および下位尺度におけ

る標準得点 /V 評価点と障害支援区分程

度の相関分析(Spearman の順位相関)も

同じ様な結果を示し，領域全体の標準得

点およびいずれの下位尺度の V評価点と

障害支援区分程度の間には有意な相関は

示されなかった。これらの結果を踏まえ

ると，成人 ASD 者が認定されている障

害支援区分程度は，彼らが日常生活で示

す日常生活スキルの欠如や困難さを適切

に反映できていない可能が示唆される。 

 

３．コミュニケーションスキルのレベル

と障害支援区分程度の関連性 

 コミュニケーションスキルにおける適

応水準（低い・やや低い・平均的・やや

高い・高い）と認定されている障害支援

区分の関連を検証するために，χ2 検定お

よび相関分析（Kendall の順位相関）を

行った。まず χ2 検定では，領域合計，受

容言語，表出言語において，有意差が認

められ，障害支援区分程度の違いによっ

て，成人 ASD 者の日常生活を熟知して

いる第 3 者（親，支援者，世話人）が評

定した彼らのコミュニケーションスキル

の領域合計，下位尺度である受容言語と

表出言語の適応水準の違いが生じること

が確認された。相関分析では，成人 ASD

者が認定されている障害支援区分程度と，

彼らのコミュニケーション領域（領域合

計）と表出言語の適応水準の間には，有

意な相関は認められなかったが，障害支

援区分程度と受容言語の適応水準との間

には中程度の負の相関が認められた。こ

の結果は，認定されている障害支援区分

の程度が低い（障害支援区分の判定にお

いて，必要と判断される支援の度合いが

低く見積もられた）ASD 者ほど，会話に

おいて，相手が話す内容を聴き取り，そ

れを正しく理解するスキルが高いことを
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示すものである。 

 コミュニケーションスキルにおける標

準得点 /V 評価点と障害支援区分の程度

との関連も同様の結果が得られた。相関

分析(Spearman の順位相関)では，コミ

ュニケーション領域の領域合計の標準得

点，表出言語と読み書きの V 評価点と障

害支援区分の間には有意な相関は示され

なかったが，受容言語の V 評価点と障害

支援区分の間に負の相関が示された。こ

れは，判定されている障害支援区分の程

度が低い（障害支援区分の判定において，

必要と判断される支援の度合いが低く見

積もられた）成人 ASD 者ほど，会話す

る相手が話す内容を聴きとり，それを適

切に理解する能力が高いことを示すもの

である。さらに，コミュニケーション領

域の領域合計の標準得点，各下位尺度の

V 評価点を従属変数，障害支援区分の程

度を独立変数とする共分散分析を行った

ところ，領域合計，受容言語，表出言語

において，障害支援区分に関する有意な

主効果が認められたこともこれを支持す

る結果といえよう。これらの分析結果を

踏まえると，成人 ASD 者における障害

支援区分の判定には，彼らのコミュニケ

ーションスキル，特に，会話する相手が

話す内容を聴き取り，それを的確に理解

するスキルである受容言語スキルが反映

されやすいと考えられる。 

 

４．不適応行動のレベルと障害支援区分

程度の関連性 

 不適応行動のレベル（低い・やや低い・

平均的・やや高い・高い）と認定されて

いる障害支援区分の関連を検証するため

に，χ2 検定および相関分析（Kendall の

順位相関）を行った。まず χ2 検定では，

不適応行動（領域合計），内在化問題，外

在化問題のいずれの領域においても，有

意差が認められ，障害支援区分程度の違

いによって，成人 ASD 者の日常生活を

熟知している第 3 者（親，支援者，世話

人）が評定した彼らの不適応行動（領域

合計），内在化問題，外在化問題のレベル

に違いが生じることが確認された。これ

に沿うように，相関分析でも，成人 ASD

者が認定されている障害支援区分の程度

と，彼らの不適応行動（領域合計），内在

化問題，外在化問題のレベルの間には正

の相関が示された。これは，判定されて

いる障害支援区分の程度が高い（障害支

援区分の判定において，必要と判断され

る支援の度合いが高いと見積もられた）

成人 ASD 者ほど，日常生活において，

不適応行動が強く引き起こされているこ

とを示すものである。 

 さらに，これらの結果を支持するよう

に，不適応行動，内在化問題，外在化問

題における V 評価点と障害支援区分の関

連も同様の結果が得られた。相関分析で

は，内在化問題と外在化問題を含む不適

応行動のレベル（V 評価点）と障害支援

区分の程度の間に強い正の相関が示され

た。これは，判定されている障害支援区

分の程度が高い（障害支援区分の判定に

おいて，必要と判断される支援の度合い

が高いと見積もられた）成人 ASD 者ほ

ど，日常生活において不適応行動が頻繁

に引き起こされていることを示している。

さらに，不適応行動の V 評価点を従属変

数，障害支援区分程度を独立変数とする
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共分散分析を行ったところ，障害支援区

分に関する有意な主効果が認められ，障

害支援区分 3 および 4 の判定を受けてい

る ASD 者は，他の ASD 者よりも不適応

行動の V評価点が高いことが確認された。

これらの分析結果を踏まえると，成人

ASD 者における障害支援区分の判定作

業では，日常生活において成人 ASD 者

が示す不適応行動の頻度やその重症度が

大きく反映されていると考えられる。 

 

５．成人 ASD 者における障害支援区分

程度を説明する変数 

 より直接的な日常生活スキル・コミュ

ニケーションスキル・不適応行動と障害

支援区分の関連を明らかにするため，性

別，年齢，Vineland-II 適応行動尺度の

下位領域の標準得点，性別，年齢を独立

変数，障害支援区分を従属変数とする階

層的重回帰分析を行った。その結果，不

適応行動領域が正の効果，コミュニケー

ション領域が負の主効果(有意傾向)を示

していたが，日常生活スキル領域の効果

は認められなかった。これは，成人 ASD

者のコミュニケーションスキルが低いほ

ど，不適応行動が頻繁にそして強く引き

起こされているほど，成人 ASD 者は障

害支援区分の判定作業において，必要と

判断される支援の度合いが高いと評価さ

れることを表している。一方で，障害支

援区分の判定では，ASD 者の日常生活ス

キルの欠如は適切に評価されず，認定さ

れる障害程度区分には反映されていない

ことを示すものである。つまり，成人

ASD 者における障害支援区分の判定で

は，彼らのコミュニケーションスキルと

日常生活で引き起こされている不適応行

動の頻度や重症度が評価されやすく，障

害支援区分の判定に反映されている一方

で，成人 ASD 者が示す日常生活スキル

の欠如は適切に評価されておらず，それ

ゆえに，障害支援区分の判定結果には反

映されていないと示唆される。 

さらに，各下位尺度における分析では，

受容言語が有意な負の効果 (β=-.538, 

p<.05)を示していたことから，成人 ASD

者のコミュニケーションスキルの中でも，

会話する相手の話を理解するスキルが障

害支援区分の判定に影響していることが

明らかになった。この結果に加え，障害

支援区分の判定作業（一次判定）は，成

人 ASD 者と認定調査員との面談によっ

て行われていることを踏まえると，成人

ASD 者のコミュニケーションスキル，特

に受容言語に関するスキルの欠如によっ

て，必要以上に支援の度合いが高く判定

されてしまう可能性が考えられる。 

 

E. 結論 

 障害支援区分程度の判定は，移動や動

作等に関連する項目，②身の回りの世話

や日常生活等に関する項目，③意思疎通

等に関連する項目，④行動障害に関連す

る項目，⑤特別な医療に関連する項目の

聞き取り面接によって行われるが，本研

究の結果，国内で標準化されている日本

語版 Vineland-II 適応行動尺度よって評

定された成人 ASD 者のコミュニケーシ

ョンスキルと不適応行動のレベルは，成

人 ASD 者が認定されている障害程度区

分程度に反映されていることが示唆され

た。しかし一方で，対象であった成人
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ASD 者の日常生活を熟知している第 3

者（親，支援者，世話人）が評定した彼

らの日常生活スキルのレベルは，判定さ

れている障害支援区分程度と関連性がな

かったことから，成人 ASD 者における

日常生活スキルのレベルは，障害支援区

分程度には適切に反映されていないと思

われる。さらに，これらの結果を支持す

るように，不適応行動のレベルとコミュ

ニケーションスキル（特に，受容言語に

関するスキル）は障害支援区分程度を説

明する変数であったが，日常生活スキル

の各下位尺度の得点では障害支援区分の

程度は説明できなかった。以上の結果を

踏まえると，成人 ASD 者における障害

支援区分の判定作業では，彼らの日常生

活スキルの欠如が適切に評定されておら

ず，それゆえに，妥当な障害支援区分の

判定が行われていない可能性が考えられ

る。 
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男性 90 自閉症
（広汎性発達障害を含む）

44 20－29歳 76 区分1 4 未就労 31

女性 26 アスペルガー症候群 34 30－39歳 34 区分2 21 就労状況 55

高機能自閉症 34 40歳以上 6 区分3 11 福祉就労
（職業訓練も含む）

21

無回答 4 区分4 8 大学生 4

未判定 68 無回答 5
note.  数値は人数を表す

性別 診断名 年齢段階 就労状況

Table 1 対象者の内訳

障害支援区分
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M SD
日常生活スキル

領域合計 67.53 17.09 63.94 － 71.12
身辺自立 12.66 3.17 11.99 － 13.32

家事 9.64 2.79 9.06 － 10.23
地域生活 9.91 3.20 9.23 － 10.58

コミュニケーション
領域合計 52.28 23.54 48.60 － 55.96
受容言語 11.90 3.11 11.24 － 12.55
表出言語 7.32 4.32 10.66 － 11.95

読み書き 11.13 3.23 10.45 － 11.81

不適応行動
領域合計 18.73 2.78 18.11 － 19.35

内在化問題 19.37 2.71 18.77 － 19.97
外在化問題 17.51 3.00 16.85 － 18.18

Table 2 日常生活スキル，コミュニケーション，不適応行動の平均値と標準偏差

95% CI
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人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

低い 49 62.0% 9 11.4% 40 50.6% 30 38.0%

やや低い 22 27.8% 21 26.6% 26 32.9% 35 44.3%

平均的 8 10.1% 48 60.8% 13 16.5% 14 17.7%

やや高い 0 0.0% 1 1.3% 0 0.0% 0 0.0%

高い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Table 3　日常生活スキル領域における適応水準ごとの人数と割合

適応水準

領域合計 身辺自立 家事 地域生活

 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

低い 63 79.7% 18 22.8% 51 64.6% 23 29.1%

やや低い 7 8.9% 18 22.8% 16 20.3% 31 39.2%

平均的 9 11.4% 43 54.4% 12 15.2% 25 31.6%

やや高い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

高い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

読み書き

Table 4　コミュニケーション領域に関する適応水準ごとの人数と割合

受容言語 表出言語

適応水準

領域合計
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人数 割合 人数 割合 人数 割合

低い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

やや低い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

平均的 26 33.3% 18 23.1% 39 50.0%

やや高い 28 35.9% 25 32.1% 26 33.3%

高い 24 30.8% 35 44.9% 13 16.7%

Table 5　不適応行動領域における適応水準ごとの人数と割合

領域合計 内在化問題 外在化問題

適応水準

 

区分1 区分2 区分3 区分4 χ2(6) τ

低い 2 13 5 3

やや低い 2 4 5 4

平均的 0 3 1 1

低い 0 4 3 0

やや低い 3 4 3 2

平均的 1 11 5 6

やや高い 0 1 0 0

低い 2 9 4 2

やや低い 1 8 4 4

平均的 1 3 3 2

低い 1 8 2 3

やや低い 1 9 7 3

平均的 2 3 2 2

4.46 .008

Table 6 日常生活スキルに関する適応水準と障害支援区分の関連

領域合計

身辺自立

家事

地域生活

4.12 .138

9.18 .091

1.82 .136



 
 

35 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分1 区分2 区分3 区分4

M 70.54 65.8 71.09 70.88

SD 6.48 16.55 17.33 23.49

M 12.25 12.15 12 13.63

SD 2.63 4.03 3.61 2.56

M 10 9.55 10.55 9.5

SD 2.83 2.37 3.14 5.32

M 11.75 9.75 11.18 10.13

SD 1.89 3.19 2.04 2.8

Table 7 日常生活スキルの各領域に関する共分散分析の結果

note  領域合計は標準得点，下位領域はV評価点を示している

0.62 .605 .048

領域合計

身辺自立

家事

地域生活

0.22 .855 .017

0.03 .829 .023

F (3, 37) p η 2障害支援区分

0.20 .895 .016

 

区分1 区分2 区分3 区分4 χ2(6) τ

低い 1 17 8 7

やや低い 2 0 0 1

平均的 1 3 3 0

低い 0 4 2 5

やや低い 0 4 1 2

平均的 4 12 8 1

低い 0 17 6 7

やや低い 2 0 2 0

平均的 2 3 3 1

低い 0 8 0 3

やや低い 2 7 5 2

平均的 2 5 6 3
† p <.10   ** p <.01

読み書き 8.50 .075

Table 8 コミュニケーションスキルに関する適応水準と障害支援区分の関連

受容言語 11.80† -.331**

表出言語 17.28** -.155

領域合計 17.17** -.158



 
 

36 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分1 区分2 区分3 区分4

M 80.32 47.48 63.97 34.31

SD 11.29 5.14 6.87 8.14

M 13.81 12.41 12.75 8.30

SD 1.29 0.59 0.79 0.93

M 12.53 5.73 9.00 4.54

SD 2.08 0.95 1.26 1.50

M 1.25 10.65 12.64 10.13

SD 2.06 2.92 2.20 4.52
note 領域合計は標準得点，下位領域はV評価点を示している

表出言語 4.65 <.01 .274

読み書き 1.70 .121 .121

Table 9　コミュニケーションスキルに関する共分散分析の結果

障害支援区分
F (3, 37) p η 2

領域合計 4.93 <.01 .285

受容言語 6.33 <.01 .339

 

区分1 区分2 区分3 区分4 χ2(6) τ

平均的 3 8 1 0

やや高い 0 10 4 4

高い 1 2 6 4

平均的 3 3 0 2

やや高い 0 13 3 3

高い 1 4 8 3

平均的 3 13 4 2

やや高い 1 7 4 3

高い 0 0 3 3
† p <.10   * p <.05    ** p <.01   *** p <.001

外在化問題 10.80† .390**

Table 10 不適応行動に関する適応水準と障害支援区分の関連

領域合計 15.98* .454***

内在化問題 19.20** .293*



 
 

37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分1 区分2 区分3 区分4

M 16.00 17.75 20.46 20.62

SD 3.56 2.22 1.97 0.744

M 16.75 19.15 20.73 19.13

SD 2.99 2.06 1.01 2.23

M 15.50 16.55 18.46 19.25

SD 3.00 2.56 3.17 2.82
note 各平均値はV評価点を示している

内在化問題 4.21 <.05 .255

外在化問題 2.49 .076 .168

領域合計 8.85 <.001 .418

Table 11 不適応行動の各領域に関する共分散分析の結果

障害支援区分
F (3, 37) p η 2

 

Step 1 

性別（基準：男子） -.170 -.173

年齢 -.041 -.127
Vineland-II下位領域

日常生活スキル .155

コミュニケーション -.248 †

不適応行動 .588 ***

R2 .029 .456 *

ΔR2 .428 ***

† p <.10   * p <.05     *** p <.001

Table 12 障害支援区分を従属変数とする階層的重回帰分析の結果 (標準化偏
回帰係数）

Step 2
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Step 1 

性別（基準：男子） -.170 -.167

年齢 -.041 .033

日常生活スキル

身辺自立 .081

家事 .194

地域生活 -.055
コミュニケーションスキル

受容言語 -.538 *

表出言語 .190

読み書き -.231

不適応行動

内在化問題 .287

外在化問題 .175

R2 .029 .042 *

ΔR2 .386 *
 * p <.05

Step 2

Table 13    障害支援区分を従属変数とする階層的重回帰分析の結果  (標準化偏回帰係数）


